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[第10回セッション宿題]

1.1.企業理念と経営のビジョン 日立は創業以来、「優れた自主技術・製品の開発を通じて社会に
貢献する」を企業理念として、社会インフラの技術開発などによっ
て、各時代の社会が直面する課題を解決し、人々のQuality of 
Life(QoL)を向上させるとともに近年では持続可能な社会の実現に
貢献してきた。

1.価値観

[日立グループ・アイデンティティ]
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[第10回セッション宿題]

1.価値観

1.2.社会との接点 日立グループ・アイデンティティに基づき、「社会イノベーション
事業」に注力することで、お客様の社会価値・環境価値・経済価値
を向上させ、持続可能な社会の実現をめざしていく。

課題・世界の潮流

[社会課題]
気候変動
エネルギー・資源・水問題
人口増加・都市化
インフラ老朽化
サイバーセキュリティ

[世界の潮流]
デジタル化の加速
政治・経済のグローバル化による地

政学リスクの顕在化
パラダイムシフト(所有からシェア、

モノからコト、クローズドからオープン)

めざす姿：人々のQoLと顧客企業の価値を向上し、持続可能な社会を実現する

[社会価値]
高度なITでお客さまの

イノベーションを加速
安定的・効率的なエネルギ

－の提供と管理
健康な生活、安全安心な

社会、快適で効率的な社会

[環境価値]
バリューチェーンを通じた

環境負荷低減(CO2排出量
削減)

水利用効率の向上
資源利用効率の向上

[経済価値]
ステークホルダーに対する

経済的付加価値の再配分
顧客企業の収益改善
従業員に対する報酬
取引先との収益シェア、他

[お客さまの課題例]
安全・安心
エネルギー消費低減
多様化する消費ニーズ

への対応
生産性向上
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[第10回セッション宿題]

2.1.市場勢力図における
位置付け

価値の源泉(競争優位性)：
Lumadaプラットフォーム(データを価値に変換する仕組み)

OT：100年超の実績を誇る制御・運用技術
 ＩＴ：50年超の実績を誇る情報技術
プロダクト：創業以来の自主技術による製品開発・製造
 IoT時代のイノベーションパートナー：フロント

[IT、エネルギー、インダストリー、モビリティ、ライフソリューション]

社会課題・世界の潮流を把握するとともに、顧客協創手法に
よってお客さまの課題を抽出

5つのソリューションでお客さまの3つの価値を同時に向上

2.ビジネスモデル

2.1.1.付加価値連鎖(ﾊﾞﾘｭｰﾁｪｰﾝ)
における位置付け

2.1.2.差別化要素及びその持続性
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[第10回セッション宿題]

2.2.競争優位を確保するため
に不可欠な要素

人的資本
フロント人財・デジタル人財の強化
多様な人財の育成に向けた世界統一の評価
連結従業員数（うち海外人員）：29万5千人（13万3千人）
知的資本
100年超の制御・運用技術（ＯＴ）と50年超の情報技術（ＩＴ）の

蓄積とそのノウハウを集積したＩｏＴプラットフォーム（Ｌｕｍａｄａ）
研究開発投資：3,231億円
製造資本
サプライチェーンマネジメントの高度化を狙ったリードタイム短縮
社会関係資本
顧客協創方法論［NEXPERIENCE］の構築
投資家への開示充実
投資家・アナリストとのミーティング：550回、タウンホール：20回
サプライヤーＣＳＲ監査：24社（2018年）
経営幹部による従業員との対話充実
自然資本
製品他、環境性能向上によるＣＯ2排出削減（2010年比）：34%

使用量原単位改善率（2005年比）：(エネルギー)14%、(水)34%

2018年度末 財務資本（2018中期経営計画開始時比）
親会社株主持分：3兆2,626億円（119％）、持分比率：33.9%（+12%）

ＦＣＦ：4,471億円（549%）、過去10年間のＴＳＲ：209.6%

2.2.1.競争優位の源泉となる
経営資源・無形資産

2.2.2.競争優位を支える
ステークホルダーとの関係

2.2.3.収益構造・牽引要素
(ドライバー)

※Total Shareholder Return(株価総利回り)：配当+キャピタルゲイン÷株価で算定
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[第10回セッション宿題]

3.1.ESGに対する認識 環境価値向上に向けて
日立は「環境ビジョン」のもと、低炭素社会、高度循環社会、自然共生社
会の実現に向け、自社だけでなくバリューチェーン全体で取り組む環境
長期目標「日立環境イノベーション2050」の達成をめざします。また
TCFDに賛同し、気候関連のリスクと機会の明確化と情報開示を積極的
に進めていきます。
社会価値の向上をめざして
日立は社会イノベーション事業をさらに強化し、IoTやAIなどを活用する
ことで、SDGsやSociety 5.0 との融合を深め、社会の持続可能な発展に
貢献します。これらの実現のため、IoTプラットフォームLumadaや顧客協
創方法論「NEXPERIENCE（ネクスペリエンス）」のさらなる進化、新設した
オープン協創拠点「協創の森」の活用などを通じて、お客様の課題解決
を支え、さらには積極的な知的財産活動により、オープンイノベーション
の推進に寄与します。また、多様な人財が活躍できる職場環境を整備し、
バリューチェーンを通じた人権の尊重や、公正な事業慣行を徹底します。
さらに事業でかかわるコミュニティへの参画・発展に努めます。
ガバナンス 企業価値の向上をめざして
日立は、取締役会の役割・構成、社外取締役の適性・独立性の判断基
準など、コーポレートガバナンスを強化するとともに、行動規範・価値観
の共有、法令遵守の徹底、リスクマネジメントの推進などを通じて、企業
価値向上のための自律的な対応を図り、自社の持続的成長、ひいては
経済全体の発展に貢献します。

3.持続可能性・成長性
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[第10回セッション宿題]

3.2.主要なステークホルダー
との関係性の維持

社会イノベーション事業を推進する日立は、それぞれの国・地域の
さまざまな社会課題を的確に察知し、お客様をはじめ、政府・自治体、
学術団体・研究機関など多様なステークホルダーとの協創による課題
解決に取り組んでいます。また、事業を推進する上での重要な経営
資源として、人的資本の価値向上をめざし、従業員と経営層との直接
対話を重視した活動を推進しています。さらに、昨今のESG投資の高
まりを受け、株主・投資家との対話についても積極的に行っています。

［2018年取組み］
 世界各地で社会イノベーション

事業の成果や今後の展望など
を講演や展示等を通じて発信

 期間投資家、アナリスト向けの
事業戦略説明であるＨｉｔａｃｈｉ
IR Dayの開催

 ＨＲＤＤの推進
 サプライヤー訪問監査実施

［2021年目標］
ステークホルダーからの信頼
 ステークホルダー（政府、投資

家、株主、顧客、従業員、地域
社会）との対話に基づく経営へ
のフィードバック

 人権デュー・ディリジェンス、
ＣＳＲ・グリーン調達の強化

 社会貢献活動の推進
 プロアクティブな情報開示と

エンゲージメント
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[第10回セッション宿題]

3.3.事業環境の変化リスク ＩｏＴに代表される情報通信技術などの進化、また地政学リスクなど
を伴うグローバルでの複雑な政治・経済情勢の変化により事業環境
は日々変化しています。
日立では、このような事業環境を把握・分析し、社会的課題や当社
の競争優位性、経営資源などを踏まえ、日立として備えるべき様々
な「リスク」と更なる成長「機会」の両面からリスクマネジメントを実施
し、リスクをコントロールしながら収益機会の創生を図っています。

3.3.1.技術変化の早さとその影響

3.3.2.カントリーリスク

3.3.3.クロスボーダーリスク
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[第10回セッション宿題]

4.1.バリューチェーンにおける
影響力強化、
事業ポジションの改善

2021中期経営計画では、社会価値、環境価値、経済価値の3つの
価値を同時に向上させ、社会イノベーションを生み出す事業領域
として、ＩＴ、エネルギー、インダストリー、モビリティ、ライフの5つの
セグメントを定めました。これらは日立が長年携わってきた、社会
インフラの技術開発のノウハウを生かすことができる分野です。

そして各セグメントで実現をめざすのが、「人々のＱｏＬの向上」と
「顧客企業の価値向上」の2つであり、これらの目的を達成するた
めの共通プラットフォームサービスが「Ｌｕｍａｄａ」です。

今後の成長には、イノベーションを加速する「Ｌｕｍａｄａ」の強化が
鍵となり、其々の業種・業務で業種や地域の枠を超えて横断的に
課題解決につながる再利用可能なソリューションを数多く提供。

4.2.経営資源・無形資産等の
確保・強化

人財マネジメントの変革 ⇒
公正な評価・処遇の徹底
次世代リーダーの育成強化
フロント人財強化と今後の

デジタル人財育成
ダイバーシティの推進

[20年目標]
・役員層の女性比率/外国人
比率10%、女性管理職800人

4.戦略

4.2.1.人的資本への投資
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[第10回セッション宿題]

4.2.経営資源・無形資産等の
確保・強化

［人財マネジメント施策]
 (12年)グローバル人財データベース

目的：人財情報をデータベース化
 (12年)グローバル・リーダーシップ・ディベロップメント

目的：グローバルトップタレントをプール・育成
 (13年)日立グローバルグレード

目的：マネージャー以上のポジションの重さをグループ共通の
統一基準で評価し、格付

 (13年)Hitachi Insights(従業員サーベイ)
目的：従業員エンゲージメントの向上
 (14年)グローバル・パフォーマンス・マネジメント

目的：事業の目標と個人の目標を連動させ、事業と個人双方の
継続的な向上・成長につなげる

 (15-18年)Hitachi University(世界中の日立グループ従業員を
対象にした教育プラットフォーム)
目的：グローバルな事業成長を持続可能にする人財育成
 (15-18年)グローバル採用支援システム

目的：事業拡大に伴う優秀な人財の確保、採用業務の効率化等
 (15-18年)人財マネジメント統合プラットフォーム

目的：人財の見える化、一人称の強化、スピード化・効率化
21年目標：多様な人財の活躍、それを支える職場作り
事業成長を牽引する多様な人財の確保・育成

(フロント人財・デジタル人財の強化、ダイバーシティの推進他)

4.2.1.人的資本への投資
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[第10回セッション宿題]

4.2.経営資源・無形資産等の
確保・強化

オープンイノベーションを活性化するエコシステムと、それによって
蓄積された最先端技術の融合により新たなイノベーションを創出
[18年の主な取り組み]
研究開発投資:3,231億円(売上収益比率：3.4%)
顧客との協創活動やオープン創発活動(ｵｰﾌﾟﾝﾌｫｰﾗﾑ等)の推進
グローバルにオープンイノベーションの場を拡張
グローバル特許網の構築
産学連携(日立ケンブリッジ、日立東大、日立京大ラボ他)
国際標準化・ルール形成への参画

[21年目標] 協創による新しい技術、ビジネスモデルの創造
①イノベーションの加速
グローバルでの協創強化
「協創の森」、コーポレートベンチャリングを活用した、オープン
な仕組みによる新たな価値の創造
ソリューション発明の強化を通じたイノベーション創出

②No.1技術の創生
5セクター及びLumadaへの集中投資
No.1技術を支える知財の創生

③社会課題解決に向けた研究開発・知財活動の推進
オープンイノベーションによる新たな事業機会と

破壊的技術の探索
新時代の知的財産戦略「IP for Society」に向けた活動の推進

4.2.2.技術（知的資本）への投資

4.2.2.1.研究開発投資

4.2.2.2.ＩＴ・ソフトウェア投資
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[第10回セッション宿題]

4.2.経営資源・無形資産等の
確保・強化

今後3年間(19-21年)で2～2.5兆円の成長投資(M&A含む)を計画
ABB社のパワーグリッド事業買収に加え、ITとインダストリーの

セクターに重点投資予定。
上記以外にR&Dや人財育成などもこれまで以上に強化

4.2.3.ブランド・顧客基盤構築

4.2.4.企業内外の組織づくり

4.2.5.成長加速の時間を短縮する
方策
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[第10回セッション宿題]

4.3.ESG・グローバルな
社会課題(SDGs等)の戦略
への組み込み

2021中期経営計画では社会イノベーション事業を通じて、持続
可能な社会の実現に貢献すべく、下記５つのセクターのソリュー
ションで顧客の社会・環境・経済価値の向上を目標に掲げている

2021年度はバリューチェーンを通じて、2010年度比で20%超の
CO2排出量削減に貢献する。

日立はLumadaを活用した協創を通じてCO2削減に貢献する「脱炭
素ビジネス」を拡大し、気候変動の緩和と適応に貢献していく。
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[第10回セッション宿題]

4.4.経営資源・資本配分
(ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱﾛｹｰｼｮﾝ戦略)

成長分野への積極投資
最適構成をにらんだ財務レバレッジを活用しながら今後3年間で

約2.0～2.5兆円の大規模な成長投資を行っていく。
 ITとインダストリーを重点投資分野と位置付け、Lumadaを中心と

したデジタルソリューション事業の拡大を図るとともに、ソリュー
ションを提供する上で必要となるサービス、プロダクト強化を図る

事業資産の効率向上
引き続き株式や不動産などの遊休資産の整理・売却を推進し、

課題事業の構造改革や低収益事業への適切な対応を図っていく

4.4.1.事業売却・撤退戦略を含む
事業ポートフォリオ
マネジメント
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[第10回セッション宿題]

4.4.経営資源・資本配分
(ｷｬﾋﾟﾀﾙ･ｱﾛｹｰｼｮﾝ戦略)

資本効率を高めるため、投下資本に見合う収益が見込まれてい
ない資産を更に削減し、財務レバレッジを使った外部資本市場の
活用を進めるとともに、事業環境の変化に応じたリスクの把握に
努めるなど、効率とリスク管理のバランスも図っていく。

これまで以上に資本コストを意識した経営を推進し、資本コストの
更なる低減をめざした財務戦略や、β値に代表される株式のリス
ク・リターン指標のモニタリングとその適正化に向けた管理も行う。

経営管理指標にROICを導入し、資本効率の向上と収益性の高い
事業の成長を推進する。ROIC10%超をめざし、収益力の強化と、
財務レバレッジの活用を通じたWACCの低減によりROICとWACC
の差(ROICスプレッド)を拡大させ、株主価値の向上に取り組む。

4.4.2.無形資産の測定と投資戦略
の評価・モニタリング
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[第10回セッション宿題]

5.1.財務パフォーマンス [過去5年間の財務分析]
CCCを経営指標として採用し、グループ会社の再編などが戦略的

に行われたことで5年間で総資産のスリム化を実現
有利子負債は2.55兆円減少し、D/Eレシオは0.83→0.23へ改善
累積配当性向は30%を下回ったものの、配当支払総額は増加。

営業CFの多くは借入金の返済に充当

5.成果と重要な成果指標(KPI)

［今後の戦略
策定上の課題］

ROIC管理の徹底によ
るさらなる収益力の向
上と資本効率性の改善

適切な財務規律の中
での適度なレバレッジ
を使ったWACCの低減

配当だけでなく自社株
買いも考慮し、合理的
な株主還元策の実行
による資本コストの低
減とTSR(株主総利回
り)の向上

5.1.1.財政状態及び経営成績の
分析(MD&A等)
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[第10回セッション宿題]

5.1.財務パフォーマンス [日立製作所過去10年間の株主総利回り(Total Shareholders Return :TSR)]
過去10年間で見ると年率12.0%と市場平均を上回る収益率
引き続き、株主資本コストを上回るTSRを実現できるよう経営・

財務戦略を考え、株主向上に努める。

5.1.2.経済的価値・株主価値の
創出状況
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[第10回セッション宿題]

5.2.戦略の進捗を示す
独自KPIの設定

5.3.企業価値創造と独自KPIの
接続による価値創造設計

[KPI]
成長性：売上収益、売上収益年成長率、海外売上比率、地域別
収益性：営業利益率、EBIT率、親会社株主に帰属する当期利益
安全性・効率性：CCC、D/Eレシオ、株主資本比率
キャッシュ創出力：営業キャッシュフローマージン
資本収益性：ROA、ROE、ROIC
[財務/非財務情報]
財務：セグメント情報(５セクター別業績他)
非財務：環境(CO2排出削減率、水使用量等)、人財(従業員数、

ダイバーシティ(女性比率、女性管理職比率等)、労働安全衛生)、
研究開発(研究開発比率、海外特許出願率等)、バリューチェーン
への責任(CSRモニタリング、CSR監査等)

[社会・環境への貢献] [業績目標]
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[第10回セッション宿題]

5.4.資本コストに対する認識 [資金調達の考え方]
資金調達は、事業に必要な時期、金額など、さまざまな条件を踏

まえ、最も適切な手段で実施。借入により資金を調達する場合は、
財務規律として、D/Eレシオ0.5倍未満、有利子負債/EBITDA倍率
2.0倍未満を維持する方針。なお、2021年度までの今後の3年間
で、約2.0～2.5兆円の大規模な成長投資を実施する計画ですが、
自己投資に加え、借入金や資産売却により、約4.0～4.5兆円の資
金を確保します。

[資本コストの考え方]
個別の投資判断に採用している資本コスト(ハードルレート)は、

投資先国の金利やカントリーリスク、株式市場の期待リターンなど
を基に、案件ごとに算出しています。

5.5.企業価値創造の達成評価 [2018年度結果] ※( )内はホライズンPJ連結影響を除いた数値

親会社株主持分：3兆2,626億円
親会社株主持分比率：33.9%(35.9%)
ROA：3.3%(6.2%)
D/Eレシオ：0.23倍(0.21倍)
フリーキャッシュフロー：4,471億円
営業キャッシュフローマージン：6.4%
CCC：69.3日
ROIC：8.5%(10.1%)

[2018年度目標]
ROA：5%超
D/Eレシオ：0.5倍未満
営業キャッシュフロー

マージン：9%超
CCC(Cash Conversion 

Cycle)：70.0日
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[第10回セッション宿題]

6.1.経営課題解決
にふさわしい
取締役会の
持続性

取締役会は、11名の取締役のうち8名が社外取締役です。
社外取締役が過半数を占める指名、監査、報酬の3つの委員会を設置。
① 指名委員会
株主総会に提出する取締役の選任及び解任に関する議案の内容を決定する

権限などを有する機関
社外取締役3名を含む取締役4名で構成。18年開催日数は9日。

② 監査委員会
取締役及び執行役の職務の執行の監査並びに株主総会に提出する会計監

査人の選任及び解任等に関する議案の内容を決定する権限等を有する機関。
社外取締役4名及び常勤監査委員1名を含む5名の取締役で構成。18年開催

日数は17日。
③ 報酬委員会
取締役及び執行役の報酬内容決定の方針及びそれに基づく個人別の報酬

の内容(報酬の額など)を決定する権限などを有する機関。
社外取締役3名を含む取締役4名で構成。18年開催日数は6日。

社外取締役は、取締役会の監督機能強化に資する、国際的な企業経営や行政
分野に豊富な経験と識見を有しています。

取締役会は、最高経営者責任者の後継計画を継続的に監督。
最高経営責任者の選解任にあたっては、①人格、識見、指導力に優れた者で

あること、②会社経営の分野における豊富な経験と実績を有し、当社の企業価
値・株主共同の利益の継続的な向上を実現するために最適と考えられる者で
あることを考慮するとともに、指名委員会の提案も踏まえて決定します。

6.ガバナンス
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[第10回セッション宿題]

6.2.社長、経営陣の
スキル及び多様性

執行役は、取締役会の決議により定められた職務の分掌に従い、業務
に関する事項の決定を行うとともに、業務を執行します。2019年6月末に
おける執行役は39名です。

[株主・投資家との対話]
日立製作所は、機関投資家・アナリストをはじめとしてステークホルダー

との対話を重視したIR活動を行っています。

<2018年度の取組み>

四半期ごとの決算説明会
「2018中期経営計画」進捗に関する説明会
中期経営計画に則った主要事業の戦略及び経営施策について各事業

責任者が説明するIRイベント「Hitachi IR Day」を9年連続で開催
価値創造の源泉である研究開発部門の説明会開催
経営幹部による北米、欧州、アジアの機関投資家を訪問し、中長期的な

成長を実現するための経営戦略などを説明。
日本国内外で約550件の機関投資家・アナリストとのミーティング実施

これらのIR活動を通じて得た意見を経営や事業運営に反映させ、
企業価値向上に努めています。

6.3.社外役員のスキル
及び多様性

取締役会を構成する11名の取締役のうち、執行役を兼務する取締役は
2名。外国人を含む社会取締役を過半数の8名とし、グローバルで多様な
視点を経営へ反映させるとともに、監督機能の強化を図っています。
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[第10回セッション宿題]

6.4.戦略的意思決定の
監督・評価

6.5.利益分配の方針 当社は、中長期的な企業価値の向上と継続的な配当の実施を通じ、株主
の皆さまへ利益を還元していくことを重要な経営課題と位置付けています。

配当につきましては、投資のために必要な資金を確保しながら、配当の
安定的な成長を図っていく方針であり、業績動向、財政状態及び
配当性向などを総合的に勘案して決定しています。

自己株式の取得につきましては、資金需要や経営環境などに応じて、
配当を補完して機動的に実施することとしています。

内部留保は、中長期的な経営戦略に基づき、グローバル企業として事業
の競争力を確保し成長を図るため、M&A、研究開発、設備投資等に活用

21年迄の今後3年間の株主還元額は昨年迄の3年間を超える水準を計画
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[第10回セッション宿題]

6.6.役員報酬制度の設計と
結果

執行役の報酬は、基本報酬、短期インセンティブ報酬及び中長期
インセンティブ報酬からなります。

取締役の報酬は、固定報酬である基本報酬のみとし、基準額に対
し、常勤・非常勤の別、所属する委員会及び役職等を反映し決定。

2019年度の報酬よ
り各報酬(基準額)
の比率は、グロー
バルな事業の成長
を通じた企業価値
の向上を図るため、
主要グローバル企
業の経営者報酬の
構成比を参考に、
1:1:1を基準として
います。

また、総報酬に占
める変動報酬の割
合は、役位が上位
の執行役ほど高く
なるよう設定してい
ます。
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[第10回セッション宿題]

6.7.取締役会の実効性評価の
プロセスと経営課題

当社は、取締役会の機能の維持・向上に継続的に取り組むために、
毎年、取締役会全体の実効性を評価することとしています。
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[第10回セッション宿題]

「価値協創ガイダンス」の役割・活用方法

企業経営者が自らの経営理念やビジネスモデル、戦略、ガバナンス等、伝えるべき情報
の全体像を体系的・統合的に整理する手段として活用し、企業の情報開示や投資家と
の対話の質を高めていく必要がある。それを通じて経営者が企業価値創造に向けた自
社の経営のあり方を整理し、振り返り、更なる行動に結びつけていくことが重要と感じた。

自社の価値創造プロセス整理による気付きと課題

今回、自社の価値創造プロセスを整理し、日立グループの価値創造に向けた取り組み
が意思と戦略を持って記載されおり、SDGs、ESG、ガバナンスに向けた取り組みに加え、
Lumada事業における顧客協創プロセス及びユースケース例やセクター別価値創造
ストーリー等、分かりやすく纏めており、年々、内容が改善しているように感じた。

財務・非財務の目標と取組み、キャピタルアロケーション戦略などを分かりやすく纏めて
いる。また、TCFD を事業ごとに開示しており、情報開示の質をより高めている。

ESG の内容は高度に且つ分かりやすく纏めており、ESG要素を組み入れたビジネスモデ
ルの事例等は「日立サステナビリティレポート2019」で開示。今後も引き続き、5つの事
業領域において、様々なソリューション提供を通じた脱炭素ビジネスの進捗・拡大状況
の 情報を充実させる等、より投資家への開示・対話の質を高めることにより、インデック
スや格付け等の中長期的な価値評価につなげていく必要があると感じた。

今後も「伊藤レポート2.0」、「価値協創ガイダンス」を積極的に活用し、持続的な企業
価値向上に向けた課題の継続的な検討が必要。




